第１号様式－１

競争参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日

神奈川県公立学校情報機器共同調達協議会会長　殿

					住　　　　所
					商号又は名称
					代表者氏名
					担当者氏名
					電話番号


　令和８年３月３日付けで入札公告のありました「令和８年度分神奈川県学習者用コンピュータ等（iPadOS）の共同調達業務」に係る競争入札に参加する資格について確認を受けたいので、次の書類を添えて申請します。
なお、次の事項及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

１　地方自治法施行令第167条の４（契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者）に該当する者でないこと。
２　神奈川県及びすべての参加自治体が措置する指名停止中の者でないこと。
３　仕様書に示す業務内容を公正かつ的確に遂行しうる者であること。
４　次の要件を満たすこと。
(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。
(2) 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にないこと。
(3) 暴力団の構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者を役員に含まないこと。
(4) 神奈川県暴力団排除条例第９条に基づき、代表者または役員に暴力団員がいないことを確認するため、神奈川県が代表者及び役員の氏名等を神奈川県警本部に対して照会を行うことについて同意できること。
(5) 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けている者でないこと。
(6) ６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。
(7) 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定がなされている者でないこと。
(8) 事業税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。
５　過去５年間（令和２年４月～令和７年３月）において、地方公共団体が発注する教育機関における情報端末の調達業務の受注実績を有し、かつ、業務を完了した実績を有すること。共同事業体の場合は、共同事業体の構成員のいずれかが当該実績を有すること。
６　共同事業体の場合は、共同事業体の構成員が単独団体又は他の共同事業体の構成員として、本事業の競争入札に重複して参加していないこと。

（添付書類） 
　１　競争参加資格説明書（第２号様式）	１部



第１号様式―２ 

共同事業体競争参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日

神奈川県公立学校情報機器共同調達協議会会長　殿

共同事業者体名称
（代　表　者）
					住　　　　所
					商号又は名称
					代表者氏名
					担当者氏名
					電話番号

　令和８年３月３日付けで入札公告のありました「令和８年度分神奈川県学習者用コンピュータ等（iPadOS）の共同調達業務」に係る競争入札に参加する資格について確認を受けたいので、次の書類を添えて申請します。
　なお、次の事項及び添付書類の内容については、当共同企業体の構成員はすべて事実と相違ないことを誓約します。

１　地方自治法施行令第167条の４（契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者）に該当する者でないこと。
２　神奈川県及びすべての参加市町が措置する指名停止中の者でないこと。
３　仕様書に示す業務内容を公正かつ的確に遂行しうる者であること。
４　次の要件を満たすこと。
(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。
(2) 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にないこと。
(3) 暴力団の構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者を役員に含まないこと。
(4) 神奈川県暴力団排除条例第９条に基づき、代表者または役員に暴力団員がいないことを確認するため、神奈川県が代表者及び役員の氏名等を神奈川県警本部に対して照会を行うことについて同意できること。
(5) 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けている者でないこと。
(6) ６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。
(7) 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定がなされている者でないこと。
(8) 事業税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。
５　過去５年間（令和２年４月～令和７年３月）において、地方公共団体が発注する教育機関における情報端末の調達業務の受注実績を有し、かつ、業務を完了した実績を有すること。共同事業体の場合は、共同事業体の構成員のいずれかが当該実績を有すること。
６　共同事業体の場合は、共同事業体の構成員が単独団体又は他の共同事業体の構成員として、本事業の競争入札に重複して参加していないこと。

（添付書類）
１　競争参加資格説明書（第２号様式）	１部
２　共同事業体委任状（第３号様式）	１部
３　共同事業体協定書（第４号様式）	１部


